
平成 31 年 3 月

平成 30 年度 平成 34 年度

１．事業概要

＊1 最大出力については保有している発電施設のうち最大のものを記載。年間発電電力量及び年間電力料収入は、保有する全ての発電施設の合計を記載。

　　 kwh当たり単価及び平均施設稼働年数は、保有する全ての発電施設の平均を記載。
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＊2　ここでいう資金不足比率とは、地方財政法による資金不足比率を指し、以下の算式により算出するものとする。

資金不足比率〔法適用企業の場合〕　=　（地方財政法第15条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

資金不足比率〔法非適用企業の場合〕　=　（地方財政法第16条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

別添５－１

最 大 出 力 ＊ 1

庄内町電気事業経営戦略

1,500kw

（１）事業形態等

人職 員 数

団 体 名 ： 庄内町

事 業 名 ： 庄内町営風力発電所

策 定 日 ：

～

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

計 画 期 間 ：

箇所太陽光発電

ごみ発電 箇所

Ｆ Ｉ Ｔ 適 用 販 売 施 設 数

年 間 電 力 料 収 入 ＊ 1

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
51,677千円 69,464千円 43,773千円

収 益 的 収 支 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

107％

非適用

水力発電 2,380,000kwh

（２）現在の経営状況

31,500千円

資 金 不 足 比 率 ＊ 2

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
-％ -％ -％

【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　収益的収支比率が100%を超えており、資金不足もないので概ね順調な経営といえるが、風況に大きく左右される事業でもある
ので、今後も安定した運転管理・保守管理に努めていく。
　今後の経営でのプラス要素は平成25年度から固定価格買取制度により売買価格が大きくなったこと、起債の償還が平成28年
度で終了したことである。逆に経年劣化や落雷被害による修繕費も年々増加傾向であるが、保険対応にて一部カバーしており、
現在のところ経営に大きな影響を及ぼしていない。

173％ 137％

22,619千円
実 質 収 支

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
3,299千円

1箇所

発 電 施 設 数

平 均 施 設 稼 働 年 数 ＊ 1 17年

1箇所

箇所

風力発電

年 間 発 電 電 力 量 ＊ 1

kwh 当 た り 単 価 ＊ 1 19.27円（税抜き価格）



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　①収支計画のうち投資についての説明

　②収支計画のうち財源についての説明

　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

平成34年度までは、細かなメンテナンスを行い、故障があれば早急な修繕を行う。平成30年度には、経年劣化により故障が多くなったコンバーターの改修を実施す
る。なお、撤去費用はこれまで積み立ててきた基金で対応できると判断している。

営業収益：売電収入がほとんどを占める。この売電収入は、その年度の風況に左右されるので平成34年度まで一律の数字で試算している。

固定価格買取制度の動向、連系可能な系統枠の確保など発電事業者に関しては課題が多い情勢である。最善の経営ができる
ように、常に情報収集に努める。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の
方向性、検討体制・スケジュール等を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容
等を記載すること。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

職員給与費：担当する職員は一般会計業務との兼務であるため、担当職員の人件費の半分を一般会計へ繰出ししている。
報酬：電気主任技術者報酬は事業が終了するまで固定額としている。
修繕費：事業終了前年度まで同額で試算した。
保険料：風車業界の保険料は年々増加傾向にあるので、年額50万円ずつ増加すると仮定し試算した。
委託料：事業終了年度まで同額で試算した。
消費税：事業終了年度まで同額で試算した。

　故障等のトラブルで稼動停止した際はなるべく早急に対応できるように、地元業者の技術力の底上げを図る。地元業者が対
応できることが増えれば、管理委託業者が遠方から出向く際に発生する出張旅費や労務費の縮減につながる。
　故障リスクを小さくするために、オイル交換時期の短縮などきめ細かなメンテナンスに努める。
　平成34年7月31日をもって固定価格買取制度による売電単価が終了し、その後の売電単価の大幅な低下が予想されることか
ら、その後の事業存続については廃止も含めて検討する。なお、風力発電業界の情勢、もしくは、本町を取り巻く状況が変わっ
た場合には、計画年度内であってもフレキシブルな対応を行う。



４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

・収支計画については、年度決算を利用し毎年度進捗管理を行う



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 82,048 66,901 88,763 66,605 47,956 47,956 47,956

（１） (B) 69,464 43,773 41,474 49,990 47,727 47,727 47,727

ア 69,464 43,773 41,474 49,990 47,727 47,727 47,727

イ (C)

ウ

（２） 12,584 23,128 47,289 16,615 229 229 229

ア

イ 12,584 23,128 47,289 16,615 229 229 229

２ (D) 30,867 48,993 86,345 63,974 26,870 27,470 28,070

（１） 26,460 44,572 81,764 42,998 22,089 22,589 23,089

ア

イ 26,460 44,572 81,764 42,998 22,089 22,589 23,089

（２） 4,407 4,421 4,581 20,976 4,781 4,881 4,981

ア 187 8 8 8 8 8

8 8 8 8 8

イ 4,220 4,421 4,573 20,968 4,773 4,873 4,973

３ (E) 51,181 17,908 2,418 2,631 21,086 20,486 19,886

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 16,589

（１）

（２） (H) 16,589

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 16,589

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

31年度 32年度 33年度 34年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

31年度 32年度 33年度 34年度

(J) 34,592 17,908 2,418 2,631 21,086 20,486 19,886

(K) 15,272 9,028

(L) 3,299 22,620 100 100 100

(M)

(N) 22,619 31,500 2,418 2,731 21,186 20,586 19,886

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 69,464 43,773 41,474 49,990 47,727 47,727 47,727

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 173 137

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計


